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皿 趙 履 寛 教授(中 国人民大学、 中国)
の短期招請 につ いて
経営学部教授 山 田 雄 一
1994年度短期招請プ ログラムに より、 中国人民大学労働人事学院長趙 履寛教授
をお招 き し前後3回 にわた り 「中国経済 ・社会 の過去、現在 、未来」 と題す る連続
講演 を実施 した。
趙教授 は、1950年よ り中国人民大学 に勤務 され、同大学 に労働人事学院が創設 さ
れ る計画段階 か ら中心的 な役 割を果 たされ るとともに、1985年同学院設立 と同時に
学院長 に就任 されて以来今 日まで教育研究は じめ各方面に幅広 く活躍 され多大の業
績 を積んで こられた。現在 は、同学院 において博士課 程在籍者 の研究指導 に当 られ
るかたわ ら、1992年に創立 された新大学、現代市場経 済学院 の学院長 と して、新体
制下 にお ける研究教育 の先端を開拓 しつつ、学外 においては、 中国労働経済学会会
長 として学界 を リー ドなさるとともに、ILOの 中国人 的資源開発連結会議執行議
長 をは じめ数 々の行政 面の要職 を も兼務 してお られ る。民 の著書 「人事 管理論 」
(1986)が、各大学 で労働人事 を専攻す る学徒 の基本 テキス トと して毎年20万部 の
発行を続 けているとい う一事 か らも、民の影響力が きわめて広範に及んでいること
が うかがわれる。
わが明治大学には再度の ご来訪 であるが、初 回1990年8月のご来訪は、掲協大学
による招聰期間中、1日 を割いて本学経営学研究科の大学院生諸君 に中国労働経済
の現況 を講義 して下 さ ったのであ った。今回のご来訪 は、1994年本学 と中国人民大
学 との間に提携校協定が結 ばれた ことを記 念 し、その招聰教授第1号 と して来訪 さ
れたもので、その意味 では本学 へのご来訪 は初 めて とい うことにな る。
氏は、上述 のとお り中国の労働人事 問題 に関す る研究 ・教育 ・行政各分野におけ
る文字 どお りの第1人 者 であ り、標題 のテーマについて講演 して頂 く最適任者 であ
る。
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今回氏 は12、目5日 に来 日され、13日(火)、14日(水)、16日(金)と3回 にわ
た り100余人 の聴講者(学部学生 、院生、教 員)に 対 し連続講演を行われたほか、わ
が国人事行政 および私企業 におけ る人事労務管理 にっ き、 トップとの面談 を含 む調
査研究を私 と共 に実施 し、12月24日に帰国 された。以下 に、その講 演の概要を摘記
したい◇
全体 は2部 構成 とな ってお り、前半では中国のこれまでの達成 が あとづ け られ、
後半では中国経 済が当面す る諸課題が考察 された。
「第1部 中国における経済体制改革 の歴史的背景 およびその達成」
まず1949年の建 国以来1978年までの中国がおか した失策 について検討が加え られ
た。1978年以降の経済体 制改革 の課題 も方 向 も、それ ら主要な失策 の修正 とい う視
角 をぬきに しては語 ることがで きないか らである。
主要 な失策は4っ ある。その第1は 、第2次 大戦後 の国際情勢 に関す る基本的認
識 の誤 りで ある。す なわ ち、当時の東西対立構造 の様相か らして止む をえなか った
面があるにせ よ、当時の中国首脳は、その後の国際情勢を 「革命 と戦争の時代」 と
誤 って判断 した。
この第1の 失策 は、第2の 失策を導 き出す原 因 とな った。す なわち主要 な失策の
第2は 、中国の進むべ き方 向を、スター リン方式 による旧 ソ連型 国家の建設 に定 め
た とい うことだ った。失策 の第3は 、以後 の中国の経済発展 を導 くための方策 と し
て軍事的な方法 を用いた ことで ある。経済発展 のための軍事的方法 の適 用 とい う行
き方は、形容矛盾 に陥 っている針路 であ り、 このため多 くの不経済が生 じた。主要
な失策の第4は 、"人 は多 ければ多いほどよい"と い う人 口政策 を推進 したことで
ある。軍事的視点を別 にすれば、人海戦術 に頼 る行 き方は、人的資源活用の面か ら
はい うまで もな く、各 セ クターの均衡 的発展 とい う面 か らも不得策 で あるばか り
か、将来 の人 口爆 発の火種を もこ しらえ る結果 とな った。
こう した大 きな失策 の代償 として、中国の経済は1976年にはすでに破産 に近 い状
態 へと追 い こまれ、農民の労働生産性は、内外 に喧伝 された集団方式 による増産体
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制の強行 に ももかかわ らず各地 で破綻 を生 じ、著 しく低下す るとともに、 国民全体
と しての生産性 も下降 の一途 をた どった。それ とともに多 くの知 識人 た ちの新社 会
建設 へむ けての政治的情熱 も急速 に冷却 してい った。
こう した閉塞状況 を打破 す るために断行されたのが 、1978年には じまる経済体 制
改革 の路線で あ り、その基本姿勢 と成果は次のよ うに要約す ることが できる。
体 制改革 の前提は、それ まで過度 に厳格だ った思想的規 制を と りは らい、自由に
思考 で きる状況を創出す ること一 すな わち思想大解放 で あ った。
この基本姿勢 は、思想の各領域 に大 きな変化 と成果 とをもた ら した。
まず第1に 哲 学の領域 では、それ までの教条主 義 に とって かわ って、 「事実 追
求」が主眼 とな った。
第2に 経済学の領域では、 「行政董断」にとってかわ って、計画経済 か ら市場経
済 への方 向転換 がはか られた。
第3に 政治学 の領域では、 「階級闘争原理」にと ってかわ って 「和為貴」 の原理
へ と大 きな転換 がはか られた。
第4に 社会学 の領域では、それ までの 「全体 的平均平等」の基準 にと ってかわ っ
て 「共 同富裕 」の基準が うちだされ ることとな った。
このよ うな方 向性 をもった思想大解放 を背景 に経済体制改革 が急 ピッチで進 め ら
れ、その後の経 済は急成長 する こととな り、 これまでの15年間、毎年年率8%な い
し10%の実質成長率 をもって伸びつづ けてお り、貿易額 も改革前 の7倍 に拡大 す る
とともに、外 国か らの投資額累計 も2400億ドル をこえ るにいた った。
経済全般 にわたるこう した発展 を基盤 として国民生活水準 は著 しく向上 し、都市
・農村居住者 の銀行預金 は、1兆6600億元 に達 し、 これは1978年時点での40億元 の
実 に400倍強 にあた ってい る。
建 国後30年間の失策 を挽回す るた めの経済体制改革 は、ス ター トして以来15年
余 、上述のよ うな達成 を積 みあげつつ今 日に至 ってい るが 、 この改革 を通 じて中国
人民 はい くつかの基本 的経験 をも った。まず指導思想面にっ いていえば"白 い猫 で
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も黒い猫 で もネ ズ ミをとるのが よい猫だ"と い う思想 を、多数 国民が共有す るにい
たった。 この間の経験 を通 じ中国人民が学んだ ことは"漸 進転軌"急 がば回れとい
う教訓 だ った といえよ う。
つぎに重要施 策にっいては これを次の3点 にまとめることが できる。すなわち第
1は農村改革 であ り、第2は 非国有経 済の拡大で あ り、第3は 中国市場 の対外 開放
である。 これ らはいずれ も多大の効果 をあげ、今後の経済発展 の原動 力を形成 した
といえ る◇
ところで、1978年以降 の経験を通 じ特 に強調 しておきたいポイ ン トは"漸進転軌"
の重要 性につ いてである。30年間旧体 制下で形成 された諸慣 習は一朝一 夕で これ を
改 めることは無理である。 また失策 の結果生 じた最大課題 は人 口膨脹であ るが、 こ
れ もまた一朝一夕に改 め うる性質 の課題ではない。 こうい った問題 を成功裡 に解決
してゆ くためには、政治的改革 を進 めるにふ さわ しい経済改革 をまず先行 させ、経
済的基盤 の整 備をま って政治的民主化を逐次達成 してゆ くことが、改革 にともな う
デメ リッ トを極少化 し、メ リッ トを極大化す る所以である。
「第2部 中国経済が 当面す る4大 問題」
市場経済化 を軸 とする改革開放路線 の今 日まで15年間の成果 は上述の とお りであ
るが、今後 国力 に応ず る発展を円滑 に推 し進 めつつ、経 済改革 による共同富裕化の
実 をあげ望む らくは政治改革へ と無理 な くつなげてゆ くには、なお解決すべき大 き
な問題 がある。第2部 で は中国経済が当面す る4っ の大課題 につき考 察が加 え られ
た。
すなわち、第1の 問題 は国営企業 の効率低下 である。 旧体制 による産業 国有化の
下、1952年か ら1981年の間、国民総生産 は年率3%で 低下 しつづ けた。1950年か ら
1980年の間工業 への労 働投入量は年率5.5%で伸びていることに鑑 みれば、国営企
業 の効率低下 には目をおおわせ るものがあ ったといえる。 こ うして現在 なお、国営
企業の過剰人員率 は20～30%、約2000～3000万人 に達 してい ると見積 られ る。
こうした苦境 か ら脱 出すためには、次 の4っ の方策が と られ るべ きものと考 え ら
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れ る。
まず第1に 、国有企業 を 自主 自立 の企業 に転換す ることであ り、旧体 制の下 で進
行 して きた"企 業社会"(従 業員の全生活 について企業 が面倒 を見 る)と い う現象
を変革 す る必要が ある。
第2に 、多額 の不良債務 をかかえる国有企業 は立法措置 によ り破産 させる ことで
ある。従業員 の生活保障 にっいては別途手段を講ずべ きことはい うまで もない。
第3に 、企業 の近代化 を改革 の中軸 に据えることである。
第4に 、健全な企業家(経 営者)マ ーケ ットを形成す る ことで ある。私企業 の比
率 は今 日約50%に達 してお り、 この分野では既 に人材活用体制 も整 ってきてい る。
これが誘因 とな って、国営企業 にも労働市場が確立 されてゆ けば望 ま しい結果 へ と'
近 づ くことがで きよ う。
つぎに第2の 大 きな問題 は失策問題 であ る。中国の総人 口は1994年に12億人 を突
破 した。2000年には13億人(内10億人 が農村人 口)を 越 え、2030年には実 に16億入
超 に達 す るもの と推計 される。以降逐年徐 々に減少 してゆ くものと見積 もられ ては
いるものの、 こうした人 口爆発 ともい うべ き状況の中で、失業者 も年をお って増加
し、現在 の失業率 は20%を超えよ うとしている。 こうした腫大 な失 業者 を産 み出 し
た原 因は、 旧体 制下 における経済建設 の軽視 、学校教育 の重要性への認識不足 、お
よび人 口の急速 な増加で ある。 この問題 の解決は、経済 の速 やかな拡大 と人 口増加
の コン トロールに加え、失業保険 などの社会保 障制度 を整備す ることが急がれ る。
第3の 大問題 はイ ンフレーシ ョンである。軽度 のイ ンフ レーシ ョンは1980年代 の
頭初か ら始 まっていたが 、逐年 加速 されて1988年には20.7%とい う通貨膨脹率 に達
した。1990年には 「1989年の政 治風 波」 により鎮静化 の傾 向を示 し、2 .1%の物価
上昇 へ とおさま った ものの、その後再 び上 昇に転 じ1990年7、目には17.9%の高率 に
及 んだ。 因みに35都市部 におけるそれは、21%とい う高 い数値 を示 している。
その対策 と しては、第1に 経済成長率 を抑制す るとと もに、中国人民銀行の独立
性 を確立 し、商業ベ ースで金融業務 を営む専業銀行 システムへ と改革 を進め ること
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が求め られ る。総 じて強調 すべ きことは、政府 と企業 との役 割分担 を明確化 し、市
場 経済 に必須 の ミクロ的基礎 を構築 す ることで ある。
第4の 大 問題 は、分配 の不公正で ある。現在 、市場経済を実現 した領域では貧富
の差が拡大 しつっあ り、総人 口の3%の 人 びとが、銀行預金残高 の40%を所有す る
とい う実態 であ る。 こうした状 況をか もす にいた る原因は、労働市場の未成熟、い
わゆる"官 倒"(有 力者 の職権 濫用)、 および都鄙 間においてます ます拡大す る所
得格差であ る。 この問題 を解決す るには、第1に 計画経済 と市場経 済 とをできるだ
け早 く統合 して、それぞれ に所 をえ させ、第2に 強力かつ廉潔 な政治を創出 し、第
3に農業 と農村 を保護育成 し、第4に 市場経済体制 に適合 した社会保 障制度を確立
す ることである。獺惰な る者に手 をかすのではな く、弱者 に対 し正 当な保護を提供
す るところの社会保障制度を樹立す る ことによ り、市場経済体制が もた らす過剰 な
格差を修正 しつつ進んでゆ くことが求 め られている。
なお毎回の講演 の後、活発 な質疑応答がかわされたが紙幅の都合上割愛 させ て頂
くことと したい。
おわ りに、講演 の通 訳、要綱 の翻訳等にあた っては、本学客員研究員 として滞 日
中の何淑鈴女史(国 立 台中商業専 科学校専任講師)の 全面協力を頂戴 した。記 して
感謝の意 を表 したい。
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